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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 39,229 ― 2,151 ― 2,164 ― 1,171 ―
20年3月期第2四半期 38,100 0.8 1,889 △10.8 2,060 △5.6 1,122 △22.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 64.54 ―
20年3月期第2四半期 60.18 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 43,104 33,035 75.9 1,802.16
20年3月期 41,554 31,859 76.1 1,740.56

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  32,709百万円 20年3月期  31,593百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 22.50 ― 22.50 45.00
21年3月期 ― 22.50 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 22.50 45.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 88,500 6.4 5,700 10.8 5,700 10.8 3,300 15.8 181.80

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

［(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他をご覧下さい。］  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

［(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他をご覧下さい。］  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により変動する可能性があります。 
業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、「３ページ・定性情報・財務諸表等３．業績予想に関する定性的情報」をご覧くだ
さい。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  18,687,818株 20年3月期  18,687,818株
② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  537,585株 20年3月期  536,485株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  18,150,911株 20年3月期第2四半期  18,651,473株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）におけるわが国経済は、米国サブプ

ライムローン問題から端を発する金融危機の影響による景気悪化や、原油や原材料価格の高騰による日用品や食料品

の相次ぐ値上げにより生活防衛の意識が高まり、個人消費は全般的に低調に推移いたしました。

　このような状況下、当社グループでは、変化対応型リスクマネジメント経営を主体に、外部環境の変化への柔軟な

対応と、経営資源の有効活用による収益構造の改善を図り、より強固な経営体質づくりに重点を置き取り組んでまい

りました。

　売上高におきましては、プライベートブランド(ＰＢ)ビジネスモデルは前年同期比106.2％、ギフト（ＮＢ加工）ビ

ジネスモデルは前年同期比114.4％と、依然として好調を維持しております。また、有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデ

ルでは前年同期比91.4%と前年を下回ったものの、第２四半期会計期間にかけて業績は上向き傾向となり、当社グルー

プで前年同期比103.0％という結果となりました。

　利益面では、原油価格の高騰や海外生産地の人件費引き上げに伴う仕入原価の上昇などの影響があったものの、消

費低迷の中で仕入先からの販売要請が高まっており、当社の販売力を活かした好条件での仕入が可能となっているこ

とや、消費者ニーズの変化を捉えた、高い利益率を確保できる商品カテゴリーへシフトしたことにより、売上総利益

対前年同期比107.5%と、前年同期を上回る結果となりました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高39,229百万円（前年同期比103.0%）、売上総利益9,435百万

円（前年同期比107.5%）、営業利益2,151百万円（前年同期比113.9%）、経常利益2,164百万円（前年同期比105.0%）、

四半期純利益1,171百万円（前年同期比104.4%）と増収増益となりました。　

　＜ビジネスモデル群別売上高＞

期　別
前第２四半期累計

（平成19年９月30日）

当第２四半期累計

（平成20年９月30日）

前連結会計年度

（平成20年３月31日）

ビジネスモデル群別　 売上高 構成比 売上高 構成比 前年同期比 売上高 構成比

 （百万円）　 （％）　
（百万円）

　　
（％） （％）　

（百万円）　

　
（％）

有名ブランド（ＦＢ）ビジネスモデル 12,759 33.5 11,663 29.7 91.4 28,745 34.6

プライベートブランド（ＰＢ）ビジネ

スモデル
15,778 41.4 16,753 42.7 106.2 33,820 40.7

ギフト（ＮＢ加工）ビジネスモデル 7,810 20.5 8,933 22.8 114.4 16,573 19.9

その他 1,752 4.6 1,877 4.8 107.1 4,000 4.8

合計 38,100 100.0 39,229 100.0 103.0 83,140 100.0

　　（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

「有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデル」におきましては、生活防衛型消費の影響で店頭でのインポート関連商品の売

れ行きが渋る中でブランドメーカーからの販売要請が益々高まっており、好条件でのスポット商品の取り扱いが増加

したことで、特に時計・ブランドバッグ・アクセサリーなどでは軒並み前年以上の利益額となりました。また、消費

者ニーズやトレンドに合った低価格帯カジュアル商品のラインナップを強化することで、店頭の活性化に寄与いたし

ました。

なお、キッチンウェア・ジュエリー関連におきましても前年同期を上回り好調に推移いたしました。

　「プライベートブランド(ＰＢ)ビジネスモデル」におきましては、取り扱いカテゴリーに合わせて組織を見直した

生活家電製品関連では、デザイン性の高さが好評な扇風機・調理家電・加湿器・トップシェアのかき氷器が好調で、

大幅な収益改善となりました。また、主力のスポーツカジュアルの販売が好調なアパレルや、大手家電量販店へのＯ

ＥＭ（得意先ブランド商品製造）が拡大したＡ＆Ｖ関連なども大幅に伸長いたしました。品質面にも引き続き力を入

れ、ライフスタイル事業部と品質保証部を中心とした品質管理とプロセス管理の体制強化を図っております。

　「ギフト（ＮＢ加工）ビジネスモデル」におきましては、主力のギフト事業では、消費者ニーズを的確に捉えた低

価格帯商品のラインナップを強化することで高い支持を得ており、百貨店業界から取り扱いの要請をいただくなど販

路も更に拡大し、前年同期比２桁増と依然として好調を持続しております。食品関連では、核となる輸入ワイン企画

や有名人や有名店とのタイアップ商品、ローアルコールビールに加えて第３のビール（発泡酒とは別の原料、製法で

作られたビール風味の発泡アルコール飲料）の販売が好調に推移し、前年同期比２桁増となりました。
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２．連結財政状態に関する定性的情報

（１）流動資産

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は31,537百万円（前連結会計年度29,959百万円）となり、

1,578百万円増加いたしました。これは主に、繰延税金資産201百万円の減少及び現金及び預金267百万円、たな卸

資産（商品、未着商品）999百万円、受取手形及び売掛金300百万円の増加によるものであります。

（２）固定資産

　当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は11,566百万円（前連結会計年度11,595百万円）となり、

28百万円減少いたしました。これは主に、リース資産39百万円、子会社への出資34百万円の増加及び有形固定資

産の58百万円、繰延税金資産54百万円による減少によるものであります。

（３）流動負債

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は7,508百万円（前連結会計年度7,147百万円）となり、

360百万円増加いたしました。これは主に、買掛金1,167百万円、未払金195百万円の増加及び法人税等の納付によ

る未払法人税等553百万円、デリバティブ債務549百万円の減少によるものであります。

（４）固定負債

　当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は2,560百万円（前連結会計年度2,547百万円）となり、

12百万円増加いたしました。これは主に、リース債務31百万円の計上及びその他固定負債20百万円の減少による

ものであります。

（５）純資産

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は33,035百万円（前連結会計年度31,859百万円）となり1,176

百万円増加いたしました。これは主に、四半期純利益の計上による増加1,171百万円、繰延ヘッジ損益304百万円

増加及び配当金支払による減少408百万円によるもにであります。

（キャッシュ・フローの状況）

　当四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は11,142百万円となり、前連結会

計年度末より267百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。

（１）営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果増加した資金は739百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益2,136百万円、

仕入債務の増加額665百万円の増加及び売上債権の増加343百万円、たな卸資産の増加482百万円、法人税等の支払

額1,454百万円による減少によるものであります。

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果減少した資金は70百万円となりました。これは主に、貸付金の回収による収入59百万円、有形

固定資産の売却による収入21百万円による増加及び有形固定資産の取得による支出71百万円、関係会社株式取得

による支出60百万円による減少によるものであります。

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果減少した資金は421百万円となりました。これは主に、配当金の支払いによる支出408百万円に

よる減少によるものであります。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　第２四半期連結業績は、概ね順調に推移しました。しかしながら、為替の影響や原油価格及び人件費高騰に伴う中

国関連製品の仕入原価の上昇による影響で厳しい経営環境が継続しているため、更なる売上拡大とコスト削減等の企

業努力を継続し、予想値の達成を目指してまいります。

　従いまして、通期の連結業績予想は、平成20年５月８日に公表いたしました計画から変更はありません。
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

１．簡便な会計処理に関する事項

①　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一般債権の貸倒見積高の算定について、前連結会計年度より著しい変化がないと判断したため、貸倒実

績率を前連結会計年度に算定した実績率を使用して、当四半期の一般債権の貸倒見積高を算出しておりま

す。

②　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

③　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法は、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定しております。

④　経過勘定項目の算定方法

合理的な算定による概算額で計上しております。

⑤　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法　

法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定して算出

しております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用しております。

⑥　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去　

当該債権と債務の額及び取引金額に差異がある場合には、差異の金額の重要性が乏しい時には、調整を

行わないで親会社の金額に合わせて相殺消去しております。

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

１．　第１四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四

半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

２．　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっていましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正）が平成20年４月1日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することに伴い、第

１四半期連結会計期間からこれらの会計基準を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が無形固定資産に39,784千円計上されており、

当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　なお、リース取引開始が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

３．　棚卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益への影響は軽微で

あります。

４．　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。なお、これによる当第２四半期連結累計

期間の損益への影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,142,383 10,875,188

受取手形及び売掛金 11,697,269 11,397,056

商品 6,026,483 5,541,391

未着商品 1,076,415 561,623

短期貸付金 106,688 175,573

繰延税金資産 359,551 560,841

その他 1,138,565 858,440

貸倒引当金 △9,932 △10,844

流動資産合計 31,537,425 29,959,270

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,269,397 6,204,030

減価償却累計額 △2,268,776 △2,150,324

建物及び構築物（純額） 4,000,620 4,053,706

土地 5,391,621 5,391,621

その他 570,346 535,913

減価償却累計額 △413,721 △373,908

その他（純額） 156,625 162,005

有形固定資産合計 9,548,867 9,607,333

無形固定資産   

のれん 56,541 65,965

その他 69,347 29,359

無形固定資産合計 125,889 95,325

投資その他の資産   

投資有価証券 850,997 800,004

長期貸付金 1,067 1,690

再評価に係る繰延税金資産 189,777 189,777

繰延税金資産 225,370 280,013

その他 761,572 974,520

貸倒引当金 △136,587 △353,506

投資その他の資産合計 1,892,197 1,892,500

固定資産合計 11,566,954 11,595,159

資産合計 43,104,379 41,554,430



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,223,260 3,055,826

1年内返済予定の長期借入金 5,564 13,964

1年内償還予定の社債 62,500 62,500

未払法人税等 923,349 1,476,762

役員賞与引当金 45,800 61,560

賞与引当金 25,060 15,956

その他 2,223,154 2,461,191

流動負債合計 7,508,687 7,147,760

固定負債   

社債 2,250,000 2,250,000

長期借入金 453 1,335

退職給付引当金 130,502 128,528

繰延税金負債 46,604 46,840

その他 132,953 120,937

固定負債合計 2,560,512 2,547,641

負債合計 10,069,200 9,695,401

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,993,003 4,993,003

資本剰余金 5,994,487 5,994,487

利益剰余金 23,235,578 22,472,533

自己株式 △1,015,357 △1,013,621

株主資本合計 33,207,711 32,446,403

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △10,242 △17,350

繰延ヘッジ損益 △224,928 △529,068

土地再評価差額金 △277,309 △277,309

為替換算調整勘定 14,309 △29,281

評価・換算差額等合計 △498,171 △853,010

新株予約権 12,783 －

少数株主持分 312,855 265,635

純資産合計 33,035,178 31,859,028

負債純資産合計 43,104,379 41,554,430



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 39,229,180

売上原価 29,793,196

売上総利益 9,435,983

販売費及び一般管理費 7,284,727

営業利益 2,151,255

営業外収益  

受取利息 7,942

受取配当金 5,419

債務勘定整理益 30,597

為替差益 63,059

その他 40,598

営業外収益合計 147,616

営業外費用  

支払利息 14,971

支払手数料 6,066

デリバティブ評価損 103,363

その他 10,435

営業外費用合計 134,837

経常利益 2,164,035

特別損失  

関係会社株式評価損 27,786

特別損失合計 27,786

税金等調整前四半期純利益 2,136,248

法人税、住民税及び事業税 908,452

法人税等調整額 42,693

法人税等合計 951,146

少数株主利益 13,652

四半期純利益 1,171,449



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,136,248

減価償却費 157,229

のれん償却額 9,423

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,760

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,104

貸倒引当金の増減額（△は減少） △217,830

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,973

受取利息及び受取配当金 △13,362

支払利息 14,971

デリバティブ評価損益（△は益） 103,363

関係会社株式評価損 27,786

売上債権の増減額（△は増加） △343,839

たな卸資産の増減額（△は増加） △482,382

仕入債務の増減額（△は減少） 665,034

未払消費税等の増減額（△は減少） 21,430

その他の流動資産の増減額（△は増加） △361,688

その他の流動負債の増減額（△は減少） 282,320

その他 202,710

小計 2,196,732

利息及び配当金の受取額 12,100

利息の支払額 △14,971

法人税等の支払額 △1,454,562

営業活動によるキャッシュ・フロー 739,298



（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △300,000

定期預金の払戻による収入 300,000

有形固定資産の取得による支出 △71,544

有形固定資産の売却による収入 21,899

投資有価証券の取得による支出 △4,933

関係会社株式の取得による支出 △60,000

貸付けによる支出 △6,000

貸付金の回収による収入 59,817

その他の支出 △13,008

その他の収入 3,308

投資活動によるキャッシュ・フロー △70,461

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △9,282

自己株式の取得による支出 △1,736

リース債務の返済による支出 △2,758

配当金の支払額 △408,011

財務活動によるキャッシュ・フロー △421,788

現金及び現金同等物に係る換算差額 20,146

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 267,194

現金及び現金同等物の期首残高 10,875,188

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,142,383



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９年30日）

「生活関連用品の卸売事業」の売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

〔所在地別セグメント情報〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９年30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

〔海外売上高〕

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９年30日）　

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

６．その他の情報
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「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表

（１）中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高  38,100,908 100.0

Ⅱ　売上原価  29,326,586 77.0

売上総利益  8,774,321 23.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費  6,884,786 18.0

営業利益  1,889,535 5.0

Ⅳ　営業外収益    

１．受取利息 11,934   

２．諸債務整理益 26,401   

３．為替差益 93,333   

４．投資有価証券売却益 61,000   

５．その他 33,633 226,303 0.6

Ⅴ　営業外費用    

１．支払利息 15,981   

２．支払手数料 9,675   

３．デリバティブ評価損 27,089   

４．その他 3,071 55,817 0.2

経常利益  2,060,021 5.4

Ⅵ　特別損失    

１．投資有価証券評価損 292   

２．役員退職慰労金 80,000 80,292 0.2

税金等調整前中間純利益  1,979,728 5.2

法人税、住民税及び事業税 830,346   

法人税等調整額 30,880 861,227 2.3

少数株主損失  4,028 0.0

中間純利益  1,122,529 2.9
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（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

税金等調整前中間純利益 1,979,728

減価償却費 146,904

のれん償却額 9,423

固定資産除却損 35

貸倒引当金の増加額 3,876

役員賞与引当金の減少額 △7,820

賞与引当金の増加額 16,607

退職給付引当金の増加額 5,207

受取利息及び受取配当金 △19,260

支払利息 15,981

投資有価証券売却益 △61,000

デリバティブ評価損 27,089

売上債権の増加額 △381,847

たな卸資産の増加額 △1,256,436

仕入債務の増加額 535,068

未払消費税等の減少額 △46,502

その他資産の減少額 7,944

その他負債の増加額 68,092

その他　 29,533

小計 1,072,627

利息及び配当金の受取額 19,431

利息の支払額　 △18,638

法人税等の支払額　 △1,310,638

営業活動によるキャッシュ・
フロー

△237,217
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

有形固定資産の取得による
支出

△1,701,175

無形固定資産の取得による
支出

△1,272

投資有価証券の取得による
支出

△2,192,153

投資有価証券の売却による
収入

840,028

関係会社株式の取得による
支出

△30,000

貸付による支出　 △2,000

貸付金の回収による収入 31,981

その他投資の増加額 △12,181

その他投資の減少額 1,367

投資活動によるキャッシュ・
フロー

△3,065,405

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

 

短期借入金の純減少額　 △774,000

長期借入金の返済による支
出　

△15,108

自己株式の処分による収入
　

397

自己株式の取得による支出
　

△812,497

提出会社による配当金の支
払額　

△422,910

財務活動によるキャッシュ・
フロー

△2,024,119

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

△4,535

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 △5,331,277

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高

13,613,235

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金
同等物の増加額

161,301

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期
末残高

8,443,259
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（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

「生活関連用品の卸売事業」の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金

額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

〔所在地別セグメント情報〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

〔海外売上高〕

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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